
まで

鹿　　　　沼　　　　市　　　　役　　　　所 （甲－１）

　　・上記に伴う仮設発電機設置工事、電源切替工事

担当者

検算者

設 計 書

鹿 沼 市 消 防 署 粟 野 分 署 非 常 用 発 電 機 燃 料 小 出 槽 設 置 工 事

鹿 沼 市 口粟野

工 期 令和　8年　１月　30日

設　　計　　概　　要

既存非常用発電機用の燃料小出槽を新設し、72時間以上発電機が稼働できる燃料を保有できるようにするもの

　　・防油堤築造工事、燃料小出槽設置工事

　　・既存発電機改造工事、新設燃料小出槽接続工事



内　訳

消費税相当額

鹿　　　　沼　　　　市　　　　役　　　　所 （甲－２）

請　負　率 増減額

　変　更　理　由

消 費 税 消 費 税

請 負 代 金

請負工事費

請
　
負
　
額

請 負 価 格請
　
負
　
額

請 負 価 格

請 負 代 金

工 事 価 格

消 費 税 消 費 税

設
　
計
　
額

設 計 金 額

設
　
計
　
額

工 事 価 格

請負工事費
工 事 価 格

設 計 書

変 更 前 回 実 施 変　　更　　今　　回



摘　　　　　　　　　　要

共 通 仮 設 費 1 式

直 接 工 事 費 1 式

（ 純 工 事 費 ） （ ）

諸 経 費 計 1 式

現場管理費 1 式

一般管理費等 1 式

合 計 （純工事費＋諸経費計）

工 事 価 格

消 費 税 相 当 額

設 計 金 額

（乙）鹿 沼 市 役 所

金　　額 摘　　　　要

CORINS登録費を含む

契約保証費を含む

工　　　　　種 種　　別 形　状　・　寸　法 数 量 単位 単 　価



摘　　　　　　　　　　要

共 通 仮 設 費 準備費、仮設建物費、工事施設費、環境安全費、動力用水光熱費、

屋外整理清掃費、機械器具費、その他 1 式

12 個

12 個

11 本

計

（乙）鹿 沼 市 役 所

ｺｰﾝｳｪｲﾄ 基本料　52日賃料

ｺｰﾝﾊﾞｰ2000mm 基本料　52日賃料

摘　　　　要

ｶﾗｰｺｰﾝ 基本料　52日賃料

工　　　　　種 種　　別 形　状　・　寸　法 数 量 単位 単 　価 金　　額



鹿 沼 市 役 所 (乙)

工事種別内訳 1

名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
電気設備工事

1
式

電気設備工事に伴う建築工事
1

式
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 種目別内訳 2

名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
発電機改修工事

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 種目別内訳 3

名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
建築工事

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 科目別内訳 4

発電機改修工事

名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
直接仮設費

1
式

発電設備
1

式
発生材処理

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 科目別内訳 5

建築工事

名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
直接仮設

1
式

土工
1

式
地業

1
式

鉄筋
1

式
コンクリート

1
式

型枠
1

式
左官

1
式

ユニット及びその他
1

式
囲障

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 中科目別内訳 6

発電機改修工事

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
直接仮設費 直接仮設工事

1
式

計

発電設備
1

式
計

発生材処理 積込・運搬
1

式
発生材処理 処分

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 中科目別内訳 7

建築工事

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
直接仮設

1
式

計

土工
1

式
計

地業 地業
1

式
計

鉄筋 躯体
1

式
計

コンクリート 躯体
1

式
計

型枠 躯体
1

式
計

左官 外部
1

式
計

ユニット及びその他 外部
1

式



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 中科目別内訳 8

建築工事

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単 位 金 額 備 考
計

囲障
1

式
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 9

発電機改修工事 直接仮設費 直接仮設工事

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
仮設用発電機 1φ3W 200/100V21kVA以上
自動始動切替盤 切替器175A以上

納入･引取、搬入・設置・調整、試
運転･取扱指導、設置期間2週間程度

1
式

自動始動切替盤用 自動始動切換盤の固定共
単管フレーム 1

組
小計

仮設配線

波付硬質合成 (30)
樹脂管(FEP) 9

ｍ
波付硬質合成 (50)
樹脂管(FEP) 9

ｍ
EM-CETｹｰﾌﾞﾙ 60mm2 FEP内(PF･CD)

9
ｍ

EM-CETｹｰﾌﾞﾙ 60mm2 ﾋﾟｯﾄ・天井
8

ｍ
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 14mm2
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 9
(PF管内) ｍ
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 14mm2
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 4

ｍ
EM-CEEｹｰﾌﾞﾙ 1.25mm2- 20C

FEP内(PF･CD) 9
ｍ

引込開閉器
仮設切替・復旧 1

式
ＰＬ－１
仮設切替・復旧 1

式
小計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 10

発電機改修工事 直接仮設費 直接仮設工事

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
仮設配線撤去

波付硬質合成 (30)
樹脂管(FEP) 再使用しない 9

ｍ
波付硬質合成 (50)
樹脂管(FEP) 再使用しない 9

ｍ
EM-CETｹｰﾌﾞﾙ 60mm2 FEP内(PF･CD)

9
ｍ

EM-CETｹｰﾌﾞﾙ 60mm2 ﾋﾟｯﾄ・天井
8

ｍ
600V絶縁電線 14mm2 × 1本 再使用しない
撤去 9

ｍ
600V絶縁電線 14mm2 × 1本 再使用しない
(PF管内) 撤去 4

ｍ
EM-CEEｹｰﾌﾞﾙ 1.25mm2- 20C

FEP内(PF･CD) 9
ｍ

自動始動切替盤 自動始動切替盤用
取外し 単管フレーム共 1

面
小計

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 11

発電機改修工事 発電設備

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
燃料小出槽 架台溶融亜鉛メッキ
９５０L 国土交通省仕様 設計図面E-03参照 1

式
既存発電機現地改 別置き燃料ﾀﾝｸ仕様への改造
造 発電装置内配管、燃料管、接続管、

接続管金具、塞ぎプラグ共、油面低
下警報追加、既存搭載ﾀﾝｸ使用不可
処理、ベース穴開け加工、配管改造 1
作業、燃料抜き等 式

搬入据付
1

式
輸送費

1
式

試運転
消防検査立合 1

式
法定福利費

1
式

小計

油・配管用 溶接接合 屋外
炭素鋼鋼管(黒) 15A 16

ｍ
配管用 露出(油)
炭素鋼鋼管(黒管) 15A 16
塗装 ｍ
油・配管用 溶接接合 屋外
炭素鋼鋼管(黒) 20A 2

ｍ
配管用 露出(油)
炭素鋼鋼管(黒管) 20A 2
塗装 ｍ
油・配管用 溶接接合 屋外
炭素鋼鋼管(黒) 32A 1

ｍ
配管用 露出(油)
炭素鋼鋼管(黒管) 32A 1
塗装 ｍ
ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁 10K(ねじ) 15A(内ねじ)

2
個



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 12

発電機改修工事 発電設備

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
ｽﾃﾝﾚｽ鋼ﾎﾞｰﾙ弁 10K(ねじ) 20A

1
個

ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁 10K(ねじ) 25A(内ねじ)
1

個
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ ｽﾃﾝﾚｽ製 15A

4
本

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ ｽﾃﾝﾚｽ製 32A
1

本
油用通気金物 32A

1
個

試運転用軽油 現地給油
950

Ｌ
小計

EM-CEEｹｰﾌﾞﾙ 2mm2- 3C
管内 4

ｍ
EM-CEEｹｰﾌﾞﾙ 2mm2- 3C

盤内 2
ｍ

厚鋼電線管 露出配管(内外溶融亜鉛メッキ)
(G) 16㎜ 4

ｍ
金属製可とう電線 17㎜ ﾋﾞﾆﾙ被覆有･防水
管 3

か所
基礎ブロック L150

2
個

小計

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 13

発電機改修工事 発生材処理 積込・運搬

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
発生材積込み

0.07
ｍ3

発生材運搬 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 2t積級
ｽﾁｰﾙ、銅 0.07

ｍ3
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事 細目別内訳 14

発電機改修工事 発生材処理 処分

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
有価物控除 鉄くず類

0.08
ｔ

有価物控除 銅くず（ナゲット処理含む）
銅くず 30kg程度 1
ﾅｹﾞｯﾄ処理 36kg程度 式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 15

建築工事 直接仮設

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
遣方 小規模

5.2
㎡

墨出し 小規模 -
- 5.2

㎡
養生 小規模 -

- 5.2
㎡

整理清掃 小規模 -
後片付け - 5.2

㎡
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 16

建築工事 土工

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
根切り 小規模土工

1.3
ｍ3

埋戻し
1

ｍ3
敷きならし 締め固め共

0.1
ｍ3

床付け つぼ,布掘り
3

㎡
土工機械運搬 根切り、埋戻し(小規模土工)

- 1
往復

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 17

建築工事 地業 地業

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
砂利地業 再生切込砕石

0.3
ｍ3

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 18

建築工事 鉄筋 躯体

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
異形鉄筋 SD295A

D10 68
kg

異形鉄筋 SD295A
D13 32

kg
鉄筋加工組立 小型構造物

96
kg

鉄筋運搬費
96

kg
鉄筋ｽｸﾗｯﾌﾟ控除 ヘビー Ｈ２

1
式

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 19

建築工事 コンクリート 躯体

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
目あらし ｺﾝｸﾘｰﾄ面 床

3.8
㎡

捨てｺﾝｸﾘｰﾄ Ｆc＝18Ｎ/ｍｍ2
0.1

ｍ3
基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ Ｆc＝21Ｎ/ｍｍ2
（立上り部） 0.8

ｍ3
基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ Ｆc＝21Ｎ/ｍｍ2
（土間部） 0.5

ｍ3
ｺﾝｸﾘ-ﾄ打設手間 捨てｺﾝｸﾘｰﾄ 人力打設 S15～S18

1
式

ｺﾝｸﾘ-ﾄ打設手間 基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ（立上り部）
人力打設 S15～S18 1

式
ｺﾝｸﾘ-ﾄ打設手間 基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ（土間部）

人力打設 S15～S18 1
式

構造体強度補正 6N
1.3

ｍ3
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 20

建築工事 型枠 躯体

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
型枠 打放合板型枠B種 基礎部

8.3
㎡

面木
15.8

ｍ
型枠運搬費

8.3
㎡

計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 21

建築工事 左官 外部

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
立上り部天端､ 金ごて 直均し仕上げ
土間仕上げ 5.2

㎡
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 22

建築工事 ユニット及びその他 外部

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
少量危険物用 「少量危険物貯蔵取扱所」
掲示板設置 「火気厳禁」文字記載含む 1

式
水抜きバルブ ｽﾃﾝﾚｽ鋼ﾎﾞｰﾙ弁 25A

1
個

冷温水・一般配管 溶接接合
用ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 地中配管 25A 1

ｍ
既設スチールドア 床取付用 ゴム製戸当り ｱﾝｶｰM12
用 戸当り 屋外取付 材工共 1

箇所
計



鹿 沼 市 役 所 (乙)

電気設備工事に伴う建築工事 細目別内訳 23

建築工事 囲障

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考
ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ ﾊﾟﾈﾙ H=1500

主柱φ50.8×ｔ2.3×Ｌ2150 2.2
組立､基礎ﾌﾞﾛｯｸ､ﾓﾙﾀﾙ詰め共 ｍ

ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ ﾊﾟﾈﾙ H=1500
主柱φ50.8×ｔ2.3×Ｌ1850 2.7
組立､土間埋込､ﾓﾙﾀﾙ詰め共 ｍ

ﾌｪﾝｽ支柱用穴あけ 既存土間 φ100×厚250
2

か所
既設消火器ＢＯＸ
取外し､再取付 2

個
砂利敷き 切込砕石

厚150 防油堤廻り 0.2
ｍ3

ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ撤去 支柱､基礎共 集積共
2.7

ｍ
計



- 1 - 

 

              建 築 工 事 仕 様 書       令和 6 年 6 月 1 日適用 

Ⅰ 共通仕様 

１．工事積算について 

本工事の積算は、栃木県県土整備部建築課発行の建築工事積算要領 令和６年４月１日改定（改修電気設備工事）による。 

共通費算出の為の工期は２．４カ月とする。 

新設材の加工等により発生するスクラップの控除価格は、一般工事として共通費等を算出する。 

撤去および解体により発生する有価物の控除価格は、共通仮設費、現場管理費および一般管理費の対象外として共通費等を算出する。 

 

２．工事仕様について 

設計書、図面、特記仕様書及び現場説明書（質問回答書含む）に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事標準

仕様書」により施工するものとする。 

最新情報及び改訂版等の管理は適宜行い、内容等に疑義が生じた場合は、監督職員と協議すること。 

 

３．資材の購入及び下請負業者の選定について 

（１）本工事において、市内で産出、生産又は製造される資材等の規格品質等が設計図書の仕様に適合すると認められる場合は優先して使用するよう 

努めること。また、資材購入についても市内業者より購入するよう努めること。 

（２）下請負業者の選定に当っては、市内業者を優先的に使用するよう努めること。 

（３）一次下請業者に対する工事代金の支払いは、速やかに現金又は９０日以内の手形で行うものとする。 

 

４．成果品の電子納品について 

請負者は、原則として成果品の電子納品を実施しなければならない。電子納品に当っては、『鹿沼市電子納品運用ガイドライン』を遵守すること。 

 

５．工事看板の設置基準について 

工事看板の設置は鹿沼市財務部契約検査課 HP 更新履歴（2007 年 12 月 18 日付）を参照すること。 

 

６．提出書類 

請負者は、工事資料の作成にあたって別紙の鹿沼市工事資料一覧表を参照すること。 
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７．建設発生土の処分について 

請負者は、建設発生土については前記２の工事仕様に定めることのほか、次のことに注意し施工しなければならない。 

（１）残土運搬・残土処理する場合は関連する諸法令に充分注意し、関係機関と協議するとともに、その旨を監督職員に書面にて報告しなければならない。 

（２）土質試験項目等については、『鹿沼市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例』及び『鹿沼市土砂等の埋立て等に 

よる土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する施行規則』による。 

 

Ⅱ 特記仕様 

１．法定外の労災保険の付保 

  本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

※法定外の労災保険とは、業務や通勤に起因した労働者の負傷、疾病、障害、死亡などに対して、労働者災害補償保険法(労災保険法)による労災補償

給付とは別に、企業が独自の立場から補償給付の上積みを行うための保険 

 

２．週休２日制工事 

  本工事は、「鹿沼市週休２日制工事試行要領」に基づき受注者の希望により週休２日制工事が実施できる工事である。 

 

３．安全対策と工期について 

施工にあたっては、消防署粟野分署関係者および近隣及び通行人等安全面に十分注意した工事計画を立て、作業ごとに作業期間や作業手順等を明確にした

工程表を作成し承諾を受けること。また、監督職員との工程管理協議を密にし極力工期短縮に努めること。 

 

4．積算単価について     

「官庁営繕工事に適用する市場単価（令和５年度単価）の運用について（試行）」（令和５年３月29 日付け国営積第16 号）を踏まえ、市場単価と補正市場単価

は、表―１の対象工種及び補正率を用いた以下の式により補正する。なお、表―１の補正率を他の補正率に乗じる場合、乗じた後の補正率の値は、小数点以下第

３位を四捨五入して小数点以下第２位とする。 

・市場単価✕補正率 

・補正市場単価✕補正率 
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表―１ 補正の対象工種注）と補正率 

建築工事 

対象工種 補正率 

全ての工種 1.01 

 

電気工事 

対象工種 補正率 

「ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ用接地端子」、「防火区画貫通処理金属管・丸型用」以外の配管工事 1.01 

配線工事 1.01 

接地工事（屋外） 1.01 

機械工事 

対象工種 補正率 

全ての工種 1.01 

注）対象工種の区分は、「建築工事積算要領等の資料」第３章表Ａ―１、Ｅ―１及びＭ―１の工種（ただし、 

表中「市場単価及び補正市場単価改修補正率」に記載のある場合は当該区分）による。 

 

５．工場製作のみが行われている期間について  

本工事では、燃料小出槽の工場製作のみが行われている期間が生じることを想定している。 

工場製作のみが行われている期間においては、共通費算出の為の工期に含めない。共通費算出の為の工期は２．４カ月とする。 

工事工期は令和８年１月３０日までとする。 

 

６．現場作業期間及び施工条件について 

（１）施工にあたっては市監督員、消防署粟野分署および消防本部職員と連絡・調整を行い、24 時間 365 日稼働している消防署粟野分署の業務に支障をきたさぬ

よう、十分注意した工事計画を立て、作業期間や作業手順等を明確にした工程表を作成し承諾を受けること。 

（２）本工事は消防署粟野分署の業務と並行しながらの作業になるため、現場の事前調査及び施工の安全面にも十分注意すること。 

（３）大型車等の利用の際には十分注意するとともに、緊急車両等の出入庫に十分注意すること。 

 



別紙ー１

※１ 　１．提出書類 ※４

No. 工　　事　　資　　料　　名
検査
資料

検査
資料

No.
検査
資料

1 施工体系図　 △ △ 1 △

2 施工体制台帳 △ △ 2

3 工事部分下請通知書 ● ● 3

4 再生資源利用・利促進(実施)書（計画書は施工計画書）、データ※５ ● ● 4

5

6

6 設計図書照査表 ● ● 7

7 実施工程管理図表（月毎及び完成時） ● ● 8

8 総合施工計画書 ● ● 9

9 工種別施工計画書（施工要領書） ● ● 10

10 工種別施工報告書 ● ● 11

11 工事打合せ簿 ● ● 12 △

12 工事写真　※６ ● ● 13 △

13 材料機器承諾図 ● ● 14

14 主要資材（及び機器）数量比較調書 ● ● 15

15 施工図・見本・カタログ等見本帳 ● ●

16 工事検査記録 ● ●

17 工事材料試験検査記録 ● ●

18 製品の立会い検査願い △ △

19 官公署届出書一覧（写し共） ● ● ※４

20 竣工図・施工図（製本）

21 電子納品成果品（事前協議チェックシート、電子媒体納品書含む）

22 保全に関する書類（完成図、取扱い説明書、保証書等） ● ●

23 その他

※１ 提出書類とは、施工に伴い作成する資料であって、完成時には現場と ※３

ともに引き渡す書類である。

※２ 1000万未満の総合施工計画書に記載する事項 ※５ 建設副産物情報交換システム(COBRIS)を利用して登録した場合は、

１　工事概要 電子データの提出不要。電子データで提出する場合、国土交通省の

２　現場組織表 ホームページより配布している様式(Excel版)で作成する。

３　緊急時の体制及び対応 ※６

５　その他（請負者・発注者が工事施工上必要な事項）

電子納品の範囲については監督員と協議による

わかる資料とする。（施工計画書等は不要）

る。

監督員が必要と認める資料

○ ○

●：検査で確認する資料

△：該当する場合に作成する資料（検査で確認）

○：作成資料

　考査項目別運用表

建則 　　建設業法施行規則

安

安則

公共建築工事標準仕様書（建築工
事編、電気設備編、機械設備編）
公共建築改修工事標準仕様書、

建築物解体工事共通仕様書

考査

インデックスプリントは監督員が指示した場合作成する。省略す

請負者手持ち資料とは、発注者に提出を要しないもの。ただし、施工段階ある
いは完成検査時に、必要に応じて確認を求めることがあるもの。（原本・原稿
等提示）

△

○

○

○

○

○

考査

標準仕様書

鹿沼市電子納品ガイドライン

○

○

○

２．請負者手持ち資料

○

○

特記仕様書

○ 標準仕様書

○

○

○

○

○ 標準仕様書

△

産業廃棄物マニフェスト

交通整理員集計表及び伝票

安全教育実施記録簿(写真添付)

○

契19

標準仕様書

休暇期間の巡視計画書

作業員名簿(自社・下請) 

考査

　労動基準法　

　鹿沼市建設工事請負契約書 契 

請負額100万円未満の工事資料については、工事写真と出来形の

る場合は、検査時に電子データ（写真等）を確認できる用意をす

労基

標準仕様書

　  労動安全衛生規則

○ 契９

○ 標準仕様書、契13

標準仕様書

○

○

リサイクル法

特記仕様書

標準仕様書

5 ○ ●○
建設副産物処理承認申請書・同処理調書(産廃処理業者及び収集
運搬業者の許可証と契約書写し、処理場等書類と写真添付)

●

○

○

○

○

○

○※２

○

○

鹿沼市工事資料一覧表（営繕工事）

備　　　　考

建24‐7、建則14の6△ △

１０００万円
未満

△△

１０００万円
以上

建24‐7、建則14の6

考査

安59、安則35

標準仕様書、考査

備　　　　考

中小企業退職金共済法

安14、安則16

安59、安則35

安則35

安30

工  　事  　資  　料  　名

地域ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、ボランティア活動記録(状況写真添付)

契11の2、11の4

契16、鹿沼市電子納品ガイドライン

建退共証紙購入報告書・建退共証紙受払簿

有資格者証写し一覧表(元請け、下請け)

新規入場者教育実施記録簿(状況写真添付) 

KY 活動等実施記録簿(状況写真添付)

R2.2.1

標準仕様書

標準仕様書

使用機器車両の点検記録

○

工事カルテ(請負額500 万円以上)

廃掃１２の３、特記仕様書

契15

社内パトロール実施記録簿(状況写真添付)

安全協議会等の実施記録簿(状況写真添付) 

４　再生資源利用・利用促進（計画）書

建

廃掃

創意工夫提案資料(状況写真添付)

○

○

標準仕様書

　　建設業法

   廃棄物処理法

労動安全衛生法



図面番号

工事名称

Ｎ O

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４０１７

1:30

旧粟野中学校

鹿沼市粟野勤労者
体育センター

天満橋

思川

粟野川

粟野川

口粟野神社

鹿沼市立図書館
粟野館

鹿沼足尾
線

鹿沼市立
粟野小学校

鹿
沼
足
尾
線

横町橋

草
久
粟
野
線

鹿沼市粟野
コミュニティセンター

中妻自治区
公民館

清瀬橋

建築場所

図面リスト　案内図

２０２４年９月３０日

［案　内　図］

縮尺番号縮尺

図面リスト

番号 縮尺 番号図面名称 図面名称 図面名称

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

A-01

A-02

A-03

A-04

A-05

A-06

A-07

A-08

A-09

図面リスト　案内図 － 特記仕様書（その１）

特記仕様書（その２）

特記仕様書（その３）

－

－

－

配置図 1/300

平面図 1/30

断面図 1/30

フェンス詳細図 1/30

1/10､1/30､1/60掲示板詳細図　キープラン
フェンス立面図

仮設計画図 1/300

S-01

S-02

S-03

S-04 配筋図（２）

配筋図（１）

1/30

1/30

－

－

構造特記仕様書その１

構造特記仕様書その２

Ｅ-００

E-00

E-01

E-02

E-03

E-04

E-05 仮設発電機配置図 1/300

結線図 －

発電設備改造特記仕様書 1/60

－電気設備　特記仕様書（その１）

電気設備　特記仕様書（その２） －



 

 
 
 



 
  GHP  



５．配　置　図

３．燃　料　配　管　系　統　図

１３００

７
０
０

７
０
０

１
１
９
４

１４２０ ８２０

１３００ ７００

防油堤（建築工事）

通気口３２Ａ（引火防止金網付）

先端周囲１ｍ以内開口無し

通気口３２Ａ給油口６５Ａ

給油口２０Ａ

ドレン２５Ａ
（バルブ付き）

オーバーフロー３２Ａ

フロートスイッチ

返油口１５Ａ

送油口１５Ａ

燃料入口管
ＳＧＰ１５Ａ

燃料戻り管
ＳＧＰ１５Ａ

油タメマス（建築工事）

給油管ＳＧＰ２０Ａ

網入り給油ホース

既存基礎
排水ドレン（建築工事）

ドレン

９５０Ｌ

既存
２４ｋＶＡディーゼル発電装置

油面低下信号

発電設備　改造特記仕様書

新設

埋設管

埋設管

Ｃ

新設

有効H300
新設防油堤（建築工事）

既存
２４ｋＶＡ非常用発電設備

燃料入口管ＳＧＰ１５Ａ

燃料戻り管ＳＧＰ１５Ａ

□３００×Ｈ２００
新設油タメマス（建築工事）

通気口３２Ａ　立ち上げ（引火防止金網付）
GLから3.3ｍ程度まで立ち上げ

新設防油堤（建築工事）
有効Ｈ３００

▽１ＦＬ

４
０
５
０

３
５
０

通気口３２Ａ　立ち上げ（引火防止金網付）
GLから3.3ｍ程度まで立ち上げ

▽１ＦＬ

▽設計ＧＬ

Ｃ

Ｃ

３

図面番号

工事名称

Ｎ O

担当者 図面名

縮尺作成日

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

発電設備改造特記仕様書

ウイングポンプ

Ｅ-０３
1:60

断面図　Ｓ：１／６０平面図　Ｓ：１／６０

１．工　事　概　要

２．新　設　機　器　仕　様

　　　　　　　　構　　　　　造　：　鋼板製角形
　　　　　　　　容　　　　　量　：　９５０　Ｌ
　　　　　　　　機　器　質　量　：　約　１２６０　ｋｇ（満油時）
　　　　　　　　塗　　装　　色　：　指定色
　　　　　　　　架　　　　　台　：　溶融亜鉛メッキ仕上げ、鋼材仕様
　　　　　　　　ボ　ル　ト　類　：　ＳＵＳ製
　　　　　　　　付　　属　　品　：　ウイングポンプ、フロートスイッチ

　　　（２）その他
　　　　　　　　設計用標準水平震度ＫＨ＝１．５を満たす構造であること。

ＣＥＥ２ｓｑ３Ｃ（ZG16)

ＣＥＥ２ｓｑ３Ｃ

　　　既存２４ｋＶＡ発電装置の搭載燃料槽を使用不可処理し、

　　　　　　　　アンカー、ボルト類はステンレス製とし、耐震計算書を監督

　　　　　　　　職員に提出し承諾を得てから施工すること

GLから2ｍ以上の位置（今回3.3m程度)

通気管ＳＧＰ３２Ａ

今回改造

鹿沼市

　　　また、発電装置に新規燃料小出槽の燃料油面低下の警報を追加する。

　　　（１）燃料小出槽

　　　９５０Ｌ別置燃料小出槽と付帯設備を設置し、接続する。

新設燃料小出槽

４．新　設　燃　料　小　出　槽　外　観　図

950L燃料小出槽

950L燃料小出槽

燃料小出槽外観図　Ｓ：１／６０



回路

番号
負荷名称

回路

番号
負荷名称

電圧

照　明

負荷容量（ＶＡ） 配線用遮断器 負荷容量（ＶＡ）

照　明

電圧配線用遮断器

１

３

５

２

４

６

７ ８

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０
ＥＬＣＢ

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０
ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ
５０／２０

２００

２００

２００

２００

１００

１００

１００

１００

２００

２００

２００

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０
ＥＬＣＢ

５０／２０

５０／２０

５０／２０

２００

５０／２０

１００

１００

１００

１００

５０／２０

５０／２０

５０／２０
ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

５０／３０

ＥＬＣＢ
５０／２０
ＥＬＣＢ

ＡＦ／ＡＴ （Ｖ）ＡＦ／ＡＴ（Ｖ） コンセントコンセント

５０／２０

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

５０／２０

５０／２０

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

合計：

車庫 電灯
×２

Ｒ１，Ｒ２ Ｒ３

スペース投光器
車庫前訓練

会議室・休憩室 ホース洗い場
投光器

予　備 －　

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

３

５

７

９

１１

１３

１ ２

４

６

８

１０

１２

１４

Ｒ４

Ｒ５

スペース投光器
屋外訓練

事務室他電灯

洗面所・脱衣室
電灯

５２－２

５２－１

軒下灯・植込灯

外壁灯

自動ドア５００

－　

１５

１７

１９

２１

２３

２５

１６

１８

２０

２２

２４

２６

１００１００

２７

２９

２８

３０

中性線欠相保護付

ＭＣＣＢ３Ｐ

ＳＰＤ ＭＣＣＢ３Ｐ
５０ＡＦ／５０ＡＴ

ＣＬＡＳＳⅡ
（誘導雷用）

ＥＤ

回路

番号
負荷名称

電圧

照　明

負荷容量（ＶＡ） 配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ（Ｖ）コンセント

５０／２０
ＭＣＣＢ

５０／２０
ＭＣＣＢ

Ａ

Ｃ

１００

１００

５０／２０
ＭＣＣＢ

１００ Ｅ

ＰＢＸ電源

放送アンプ

プリンタ用

５０／２０
ＭＣＣＢ

１００ Ｇ
事務室コンセント
消防無線用受信機

５０ＡＦ／３０ＡＴ
ＭＣＣＢ２Ｐ

回路

番号
負荷名称

負荷容量（ＶＡ）

照　明

電圧配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ （Ｖ） コンセント

合計：

Ｂ

Ｄ

１００

１００

１００Ｆ

ＵＰＳ電源

電源装置用
ＭＣＣＢ
５０／２０
ＭＣＣＢ
５０／２０
ＭＣＣＢ
５０／２０

５００

５００

１００
ＭＣＣＢ
５０／２０

Ｈ

可搬ラック型無線機
事務室コンセント

電灯（壁）車庫

２００

９０

８００ ２００

２００

４００ ６００

３００

６００

１６０ １,０００

７５６

多目的トイレ・仮眠室
ホース乾燥塔電灯４９０

ＥＰＳ・女子トイレ
９１３資器材室他換気扇

多目的倉庫・会議室
食堂休憩室他換気扇８４０ １００

３８

７００

コンセント

廊下コンセント

２２５ＡＦ／１２５ＡＴ

予　備

ＣＥＴ１００

空調室内機

空調室内機

９００

７５０

防火衣コーナー
２００ 仮眠室コンセント ６００

仮眠室コンセント６００ コンセント
多目的倉庫

５００

５００ 会議室コンセント 自販機コンセント １,０００

食堂・休憩室
コンセント５００

器材庫・書庫
コンセント ５００

コンセント
洗面・脱衣室

４００
洗面台コンセント
（ドライヤー用） １,０００

洗面台コンセント
（ドライヤー用）１,０００

洗面所、洗濯機
コンセント １,０００

車庫便所
ウォッシュレット５００

男子トイレ
ウォッシュレット ５００

男子トイレ
ウォッシュレット５００

女子トイレ
ウォッシュレット ５００

温水洗浄便座
多目的トイレ

６００ －　予　備

予　備－　 予　備 －　

合　計合　計

ＳＰＤ ＭＣＣＢ３Ｐ
５０ＡＦ／５０ＡＴ

ＣＬＡＳＳⅡ
（誘導雷用）

ＥＤ

回路

番号
負荷名称

負荷容量（ＶＡ）

照　明

電圧配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ （Ｖ） コンセント

合計：

回路

番号
負荷名称

電圧

照　明

負荷容量（ＶＡ） 配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ（Ｖ）コンセント

５０／２０

５０／２０

２００

２００

５０／２０
２００

２００５０／２０
予　備

×２
１

Ｒ６，Ｒ７
車庫 電灯

３

２

４

事務室・器材庫
資器材室他電灯

会議室・休憩室
倉庫他電灯

１

３

５

２

４

６

５０／２０
１００

１００

１００

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５０／２０

１００

１００

１００

赤色灯 自動水栓

－　

５０／２０
１００

５０／２０
１００８

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＯＡ分電盤 ＭＣＣＢ３Ｐ５０ＡＦ／５０ＡＴ（ＯＡ－１）

ＷＬ

廊下・玄関ホール
仮眠室足元灯

５２－３
６ ４００

外灯操作電源
Ｒ，Ｎ

６４０

８９８

７３０ ４９３脱衣室手洗い電灯
男子トイレ

１,２６０

３,５４０

合　計
１,７５３

合　計
２,２７４

５０／２０
１００

ＥＬＣＢ
５０／２０

１００
ＥＬＣＢ

５０／２０
１００

ＥＬＣＢ
５０／２０

１００

１０

１２

７

９

１１ ＲＴ リモコントランス －　
ＭＣＣＢ

４００
救急資器材室

車庫コンセント
（オイルパンヒータ） １,０００１,０００

車庫コンセント
（オイルパンヒータ）

１,０００
救急資器材室

洗濯機コンセント殺菌器コンセント

ＣＥＴ３８

発電機へ ＭＣＣＢ３Ｐ１００ＡＦ／１００ＡＴ

合　計 合　計
１,２９０

１,２９０

５０／２０
ＭＣＣＢ

１００ １００
ＭＣＣＢ
５０／２０

－　予　備－　

事務室コンセント
防災無線用

予　備

５００

１,７００

１,７００

２,９９０（ＶＡ）

Ｉ Ｊ

４,０３４ ３,８１３ ６,３００

１０,１１３

５,３００

　９,３３４

１９,４４７（ＶＡ）

中性線欠相保護付

ＭＣＣＢ３Ｐ
１００ＡＦ／１００ＡＴ

耐雷トランス ＭＣＣＢ２Ｐ５０ＡＦ／３０ＡＴ（１００Ｖ） ２,９９０

総合計：

電子レンジ１,０００

暖房機・ガス漏
冷蔵庫・給湯器

８００２００ 会議室コンセント

２,６００

４,８７４

３,２００

４,９５３

９,８２７（ＶＡ）

１６,３５７（ＶＡ）

１６,３５７

（ＡＣ－ＧＣ）

１φ３Ｗ２００－１００Ｖ

発電機ヨリ

２７Ｒ

非常用発電機

Ｇ
商用電源

負荷電源

耐雷トランス

DTMC

ＣＴ

１φ３Ｗ１００－２００Ｖ

Ｗｈ

ＭＣＣＢ３Ｐ
２２５ＡＦ／２００ＡＴ

１φ３Ｗ　

Ｗｈ

ＭＣＣＢ３Ｐ
２２５ＡＦ／１７５ＡＴ

ＣＥＴ６０

３φ３Ｗ　

ＣＥＴ１００

（２５.４２ＫＷ）
動力盤

ＰＬ－１

１φ３Ｗ２００－１００Ｖ

（ＡＣ）

ＷＬ

ＩＥ５.５　×２

１φ２Ｗ１００Ｖ（ＡＣ－ＧＣ）

耐雷トランス二次側より

（自立型、ＥＰＳ設置）

（自立型、事務室設置）
ＣＥＴ１４

ＷＬ

１φ３Ｗ２００－１００Ｖ

５０ＡＦ／５０ＡＴ
ＭＣＣＢ３Ｐ

中性線欠相保護付

１００

１００

１００

５０／２０

５０／２０

５０／２０

５００

１００
５０／２０

緊急通報電話機

回路

番号
負荷名称

負荷容量（ＶＡ）

照　明

電圧配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ （Ｖ） コンセント

合計：

コンセント

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

２

４

６

８

５０／２０

５０／２０

１００

１００

５０／２０
１００

５００

５００

５０／２０
１００

回路

番号
負荷名称

電圧

照　明

負荷容量（ＶＡ） 配線用遮断器

ＡＦ／ＡＴ（Ｖ）コンセント

１

３

５

７

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

事務室
コピー・ＦＡＸ用

１,０００
コンセント

情報通信網機器
５００

１００
５０／２０

－　予　備
ＥＬＣＢ

５０／２０
１００

ＥＬＣＢ
予　備－　 ９ １０

合　計 合　計

ＯＡコンセント０Ａコンセント

ＯＡコンセント

事務室床

事務室床

事務室床

事務室壁
４００

９０

２,０９０

２,０９０

無線用放送アンプ

１,４５０

１,４５０

３,５４０（ＶＡ）

５０

（ＡＣ－ＧＣ）

仮設
屋外型

２７Ｒ

商用電源

負荷電源

自動始動切替盤
DTMC

１７５Ａ

ＣＥＴ６０ｓｑ

ＣＥＴ１００ｓｑ

ＣＥＴ６０ｓｑ

（３５.８ＫＶＡ）
電灯盤

ＰＬ－１

仮設発電機使用期間中は
幹線を仮設系統に切り替え
工事後復旧する

３φ３Ｗ２００Ｖ

セパレータ

仮設

仮設

引込開閉器盤既存 （コンクリート柱設置）

既存 ＰＬ－１

既存

既存

既存

既存 ＯＡ－１

既存

既存

既存

既存

仮設

仮設発電機使用期間中は
幹線を仮設系統に切り替え
工事後復旧する

ＣＥＴ３８ｓｑ

工事後復旧する
幹線を仮設系統に切り替え
仮設発電機使用期間中は

今回

今回

今回

今回

今回

今回

今回燃料槽増設による改造

仮設
屋外型

非常用発電機

Ｇ

今回

21kVA以上

仮設
ＣＥＴ６０ｓｑ

今回

図面番号

工事名称

Ｎ O

担当者 図面名

縮尺作成日

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

結線図

ＮＯＮＥ

Ｅ-０４鹿沼市



(幅員４.６ｍ)

2

支線

B

E
E

D

▽隣地境界線

△
隣

地
境

界
線

▽
道

路
境

界
線

既存PL-1

T-1

既存

既存コンクリート柱

仮設ケーブル接続中、養生すること
既存引込開閉器盤

仮設自動始動切替盤　屋外自立型
（単相3線200/100V,切替器容量175A以上）

単管で枠を組み、盤を固定する

設置期間：２週間程度（本設発電機停止期間）

仮設ケーブル
CET60sq×2,IE14sq

T.2

H=131.59

131.64

131.65

131.55

130.73

130.67

131.70

水道

H=132.44

131.78

131.73

130.81

132.47

131.84

130.96

131.54

131.40

制

131.80

130.84131.60

3
,0

0
0

法４２条１項１号道路

(幅員９.０ｍ)

23,350

131.80

131.40 131.40

131.90

131.90

131.90

132.15

131.70

131.90

131.80

１FL　　＝ 132.25

（≒4％）

131.90

±0

132.05 131.89

131.90

131.80

T.3 T.4
H=131.41 H=131.02

131.30

130.89131.00

131.43

130.67

130.94

駐車場

（合計20台）

1

8

9

10

11

12

13

15

18

19

20

3

4

5

消防ポンプ操法訓練スペース

6

37,030 19,785

285

1
,5

0
0

6
,0

00

7

131.80

(131.50)

法４２条１項１号道路

１ ６

20
,
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5
7
,7

8
5

3
,0

0
0

Ａ

Ｃ

26,000 15,730 6,000 6,395

3
,0

0
0

3,000

3
,
00

0

▽延焼の恐れのある範囲 

▽道路中心線

▽延焼の恐れのある範囲 

▽
延

焼
の

恐
れ

の
あ

る
範

囲
 

19
,
58

0

多目的
トイレ

会議室

仮眠室

油脂庫

器材庫

救急資器材室

事務室

車庫

ホース
乾燥塔

1
2
,
5
0
0

2
,
1
5
0

5
,
5
0
0

2
8
5

女子
トイレ

脱衣室

洗面所

玄関
ホール

物入

廊下

PS

倉庫

シャワー

EPS

ＵＢ

9
,
8
6
5

2
8
5

9
,
7
1
5

2
0
,
1
5
0

Ａ

Ｂ

Ｃ

±0±0

±0
±0±0

±0

±0

+250

±0

±0±0

±0

-70

-130
-30

-100-100

-100

車庫トイレ

防火衣コーナー
防火衣乾燥機(20着)

W2,900×D900×H2,013

消

消

防

流し

発電機

脱衣棚

室外機室外機

駐輪場
（8台）

1
,
9
5
0

3,250

小上り

±0

多目的倉庫 食堂休憩室

6,
19

0×
2
,2

00

5,
48

0×
1
,8

80

5
,6

70
×

1,
89

0

4,
67

0
×

1,
82

0

水
槽

付
消

防
自

動
車

普
通

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

救
急

自
動

車

普
通

自
動

車
(指

揮
車

)

131.65

131.67

131.63
131.27

18,309

131.80

CET60sq,IE14sq,制御ｹｰﾌﾞﾙ
（FEP50FEP30コロガシ）

仮設ケーブル

（変）
車庫

稲

G

131.06

131.64

131.23

汚

131.33

G
木2F

木2F

勤労者体育センター

ゴミステ－ション

G

G

物

汚

131.09

As

131.22

物

電話

止れ

汚

図面番号

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

仮設発電機配置図 Ｅ-０５
1:300

既存ＯＡ－１

既存

既存

仮設非常用発電機 単相3線200/100V21kVA以上(軽油ﾀﾝｸ110ﾘｯﾄﾙ程度満タン、7mdBA:57dB程度,ｵｲﾙ漏受ﾍﾞｰｽ付属）
設置期間：２週間程度（本設発電機停止期間）

鹿沼市



 

 
 
 





 



▽隣地境界線

▽延焼の恐れのある範囲 

3
,
0
0
0

法４２条１項１号道路

▽
道

路
境

界
線

既存建築物

法４２条１項１号道路

▽延焼の恐れのある範囲 

3
,
0
0
0

▽道路中心線

3
,
0
0
0

▽
延

焼
の

恐
れ

の
あ

る
範

囲
 

3,000

（8台）
駐輪場

2

△
隣

地
境

界
線

12

13

14

（合計20台）
駐車場

10

11

8

9

3

4

5

6

7

15

16

17

18

19

20

図面番号

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

２０２４０１７

配置図

1:300

Ａ-０４

950L燃料槽(新設)

防油堤(新設)

フェンス（一部新設）

ホース乾燥塔

k0016179
テキストボックス
950L燃料小出槽



4,000 4,400

3,300 5,100

３

Ｃ Ｃ

既存:24kVA非常用発電設備

4,500 300

図面番号

工事名称

Ｎ O

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟
平面図

28
5

28
5

1
,6
00

1
,6
00

新設油タメマス（建築工事）
□300×H200

新設防油堤:有効H300（建築工事）

150 1,700 150

500700500

2,450

2,000 1,1001,100
（既存部分）

（既存部分）
（既存部分）

1,900322.8

1,
30
0

2,
30
0

50
0

15
0

5
00

15
0

7
00

2,
00
0

1
,1
50

4
09
.5

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

２０２４０１７

ＡＢ

ＡＢ

1:30

メッシュフェンス（新設）メッシュフェンス（既設）

戸当り（床取付）

メッシュフェンス（新設）土間コア抜き

メッシュフェンス（新設）土間コア抜き

Ｄ

Ｃ

メ
ッ
シ
ュ
フ
ェ
ン
ス
､
支
柱
2本

（
撤
去
）

Ｄ

Ｃ

メッシュフェンス（新設）

砂利敷き

Ａ-０５

水抜きバルブ25A
ステンレス管25A

新設
950L燃料小出槽



有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

図面番号

工事名称

Ｎ O

担当者 図面名

縮尺作成日
石川　大悟 断面図

1:30

２０２４０１７

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

3,000 150

埋設管

埋設管

Ｃ

1,500

新設

新設防油堤（建築工事）

150150

3
00

7
00

93
9.

8

4
90

14
9.

8

4,
05

0

▽１FL

4
09

.
8

2,800

▽現況地盤面

285

285

1
00

3
00 100 1

2,300

２０２４年９月２５日

有効H300

砂利敷き

Ａ-０６

既存床面 目あらし

950L燃料小出槽



図面番号

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟
フェンス詳細図

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

２０２４０１７

1:30

1,9002,000 1,100 322.8
（既存部分） （既存部分）

2,000 700

1
,
6
0
1

1
3
7

1
,
4
6
4

パネル

胴縁

縦枠

ボルト・ナット

施錠装置・落し なし

溶融亜鉛めっき＋防錆着色処理

同上

同上

高耐食性溶融めっきワイヤーメッシュ､アクリル樹脂静電粉体塗装　たて4.0φ×ヨコ5.0φ

名　称 材　種

ワイヤーメッシュ ワイヤーメッシュ

支柱：φ50.8×ｔ2.3 支柱：φ50.8×ｔ2.3

Ａ-０７



1箇所 1箇所

（白地、黒文字） （赤地、白文字）

平付型／取付高さ現場打合せ

1/10

既製品：Ｗ600×Ｈ300

平付型／取付高さ現場打合せ

既製品：Ｗ600×Ｈ300

掲示板（少量危険物）掲示板（少量危険物）符　号　・　数　量

姿　　　　　図

取　付　位　置

寸　法　Ｗ×Ｈ

備　　　　　考

火気厳禁
少量危険物貯蔵取扱所

類　　別

品　　名

最大数量

第４類

軽油

95 0㍑

第２石油類

1/10

7
0
0

2
,
0
0
0

1,900322.81,100
（既存部分）（既存部分）（既存部分）

1,100 2,000

950L燃料槽
（新設）

700

ワイヤーメッシュ

322.8 2,000
（既存部分） （既存部分）

2,000 1,100

1
,
6
0
1

1
3
7

1
,
4
6
4

支柱：φ50.8

少量危険物貯蔵取扱所

類　　別

品　　名

最大数量

第４類

軽油

9 5 0㍑

第２石油類 火気厳禁 3
0
0

1
,
2
0
0

ワイヤーメッシュ

1,900

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

２０２４０１７

支柱：φ50.8

１ ２

２１

図面番号

1:10　1:30　1:60

消
火
器

消
火
器

［キープラン　1/60］

掲示板詳細図　キープラン
フェンス立面図

［北面フェンス立面図　1/30］ ［西面フェンス立面図　1/30］

消火器BOX
2か所(移設後）

消火器BOX　
2か所(移設前）

消火器BOX  
2か所(移設後）

Ａ-０８

600600

3
0
0

3
0
0

k0016179
テキストボックス
950L燃料小出槽
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法４２条１項１号道路
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線

既存建築物

法４２条１項１号道路

▽延焼の恐れのある範囲 
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,
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▽道路中心線
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囲
 

3,000

（8台）
駐輪場

2

△
隣

地
境

界
線

12

13

14

（合計20台）
駐車場

10

11

8

9

3

4

5

6

7

15

16

17

18

19

20

図面番号

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４年９月２５日

２０２４０１７

1:300

2,0002,000

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

〃〃〃

〃

▽延焼の恐れのある範囲 

▽隣地境界線

仮設計画図 Ａ-０９

カラーコーン

コーンバー

ホース乾燥塔



プレボーリング拡大根固め工法(Smart-MAGNUM工法(周面強化型))

アースドリル式拡底杭工法

○ 近隣データの調査地番と

　 設計地番とは約　　ｍの距離

構造特記仕様書 その１
４．地　盤

調　査　項　目 資料有り 調査計画 調査項目 資料有り 調査計画 調査項目 資料有り 調査計画

静的貫入試験 標準貫入試験

水平地盤反力係数の測定 土質試験 物理探査

試験堀（支持層の確認） 液状化判定

ＰＳ検層

平板載荷試験

現場透水試験

有　（ 敷地内 近隣 ） 無　（調査計画 有 無 ）

(１) 地盤調査資料と調査計画

注) 上記表中の資料が有るもの、調査計画が有るものに●を記入する。

(２) ボーリング標準貫入値、土質構成 (基礎・杭の位置を明記すること)

深 

度

Ｎ 

値
土　質

標準貫入試験

10 20 30 40 50 60

○ 調査地番

○ 位置図

　 ついてのコメント

○ 支持地盤、地層及び深さに

○ 孔内水位

　 がある。

2 2　本特記仕様および配筋標準図は、設計基準強度が 18 N/mm 以上 60 N/mm 以下のコンクリートと、

JIS G 3112に規定するSD295A、SD345、SD390およびSD490の鉄筋コンクリート用棒鋼を用いる高さが

60ｍ以下の鉄筋コンクリート造、鉄骨造等建物の設計及び工事に適用する。

設計図書および仕様書の優先順位は以下による。

　① 構造特記仕様書

　② 設計図（伏図、軸組図、部材リスト、詳細図など）

　③ 構造関係共通事項（鉄筋コンクリート構造配筋標準図など）

　④ 公共建築工事標準仕様書（一社公共建築協会　最新版）、以降「標準仕様書」という。

(レディーミクストコンクリート　JIS Q 1001, JIS Q 1011, JIS A 5308)

適 用 範 囲

階 部　位

設計基準強度 品質基準強度 スランプ cm 比 重
備 考

Fc＝N/mm Fq＝N/mm γ＝kN/m2 2 3(スランプフロー)

普通ポルトランドセメント

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

材齢（

養生（

3 3

3

3

(   JIS A 5406)

外構

土間コンクリート

捨てコンクリート

セメントの種類

細骨材の種類

粗骨材の種類

水の区分

保証する材齢

単位水量

単位セメント量

混和剤

空気量

塩化物量

水セメント比

A種 B種 C種 100厚 120 150 190 　　　)使用箇所(

構造体コンクリート強度を

砂

砂利

水道水

28日

標準

山砂

砕石

地下水

56日

現場水中

185 kg/m 以下

270 kg/m 以上

AE減水剤

4.5±1.5％以内

0.3 kg/m 以下

65 ％以下 60 ％以下(寒中コンクリート)

3.0％以下

高性能減水剤

175 kg/m 以下

現場封かん

91日

工業用水

砕砂

）

）

柱

床板

梁 壁

柱

床板

梁 壁

柱

床板

梁 壁

柱

床板

梁 壁

柱

床板

梁 壁

柱

床板

梁 壁

鉄　筋 種　類 使用径 mm 使 用 箇 所 備　考

SD295 A

SD295 B

SD345

重ね継手

ガス圧接継手

溶接継手
異 形 鉄 筋

(JIS G 3112)
SD390

SD490

機械式継手

機械式定着工法

685

785

1275
高強度せん断補強筋

大臣認定番号

MSRB－

溶 接 金 網

(JIS G 3551)

注1) SD490をガス圧接する場合は施工前に試験を行うこと。

注2) 各継手の使用詳細については本仕様その2の9.(2)鉄筋の項の鉄筋継手の項に ● にて表示すること。

種　類

SN400 A SN400 B SN400 C

SN490 B SN490 C

SS400 SS490

SM400 A SM490 A

BCR295 BCP235 BCP325

使用箇所 現場溶接

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

JIS G 3136

JIS G 3136

JIS G 3101

JIS規格・認定番号等

JIS G 3466有 無STKR400 STKR490

SSC400 有 無 JIS G 3350

溶接材料

高力ボルト

F10T(JIS B1186)

ボルト(JIS B1180) M12 M16 4.8(4T)

アンカーボルト

SS400 SNR400 SNR490

頭付スタッド(JIS B1198)

使用箇所 ( 柱 大梁 小梁）

使用箇所 ( 柱 大梁 小梁）

φ＝

φ＝

L＝   mm

L＝   mm

(１) 本仕様の適用範囲

(２) 仕様書等の優先順位

(１) コンクリート

(２) コンクリートブロック

(３) 鉄　筋

(４) 鉄　骨

(５) ボルト等

１．本仕様の適用範囲

２．建築物の構造内容

新築 増築 改築

RC造高さ20 m超 S造 4階建以上 木造高さ13 m超 その他 )

必要としない必要

法第20条第二号（

地下    階

塔屋    階

塔屋    階地上    階

地上    階地下    階

地下    階 塔屋    階

架 構 特 徴 等該 当 階 等構 造 種 別

(RC)

(SRC)

(S)

(WRC)  階～   階

免震建物

制震建物

塔状建物

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造

壁式鉄筋コンクリート造

事務所 共同住宅

太陽光発電設備

高架水槽     kN 広告塔     kN 煙突     m

室外機 アンテナ 避雷針

(a) 主な積載荷重 (N/㎡)

架 構 用 地 震 用室　 名

(b) 1次設計用地震力

Z＝1.00 Rt＝1.00 K(地下)＝0.10 地盤種別 1種 2種 3種

(c) 風荷重

Ⅰ Ⅱ Ⅲ地表面粗度区分 基準風速 Vo ＝ 3230 34 m/sec

(d) 雪荷重

(１) 建築場所

(２) 工事種別

(３) 構造設計一級建築士の関与

(４) 階数

(５) 構造種別

(６) 主要用途

(７) 屋上付属物

(８) 設計荷重

平成12年建設省告示第1464号第二号 イ、ロ

鉄骨造等の建築物の工事に関する東京都取扱要綱

日本建築学会「溶接工作規準、同解説Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ、Ⅶ、Ⅷ、Ⅸ」

日本建築学会「鉄骨工事技術指針　工事現場施工編」

(４) 接合部の溶接は下記によること

溶接部の検査（検査結果は工事監理者に報告すること）

検　査　箇　所 検　査　方　法
検査率又は検査数

備　　考
工場自主検査 第三者受入検査 工事監理者

完全溶込み溶接部

（突合せ溶接）

外観検査（※１）

超音波探傷検査

100

100

(※4)

(※4)

％ 個

％ 個 ％ 個

％ 個(※2)

(※2)

平成12年建設省告示

第1464号第二号による

(※1)

（目視及び計測）
％ 個

％ 個

％ 個

％ 個

％ 個

％ 個
検査
内質

(注)

硬さ試験

示温塗料塗布
(※2)報告書を確認

(※4)標準仕様書7.6.11による
マクロ試験・その他

突合せ溶接以外 100 ％ 個(※2)
(注) 東京都の要綱に

基づき必要となる建築物

の場合に実施する第三者検査機関名　　（※3） （都知事登録　　　　　号）

第三者検査機関とは、建築主、工事監理者又は工事施工者が、受入れ検査を代行させるために自ら契約した

検査会社をいう。 （※3）ＣＩＷ認定を取得していること

外観検査（※1）

(５) 接合部の検査

高力ボルトの検査（検査結果は後日工事監理者に報告すること）

注1) 現場溶接部については原則として第三者検査機関による全数検査とし、外観検査、超音波探傷検査を100％行うこと

注2) 知事が定めた重大な不具合が発生した場合は、是正前に対応策を建築主事等に報告すること

軸力導入試験 要 否 高力ボルトすべり係数試験 要 否

一次締め後にマーキングを行い、二次締め後そのずれを見て、共回り等の異常が無いことを確認する。

トルシア形高力ボルトは二次締め後、マーキングのずれとピンテールの破断を確認する。

(６) 防錆塗装

防錆塗装の範囲は、高力ボルト接合の摩擦面及びコンクリートで被覆される以外の部分とする。

錆止めのペイントは、　 JIS K 5621、　 JIS K 5625、　 JIS K 5674、　 

（フォースター　F☆☆☆☆）を使用し、2 回塗りを標準とするが、実状に応じて決定すること。

現場における高力ボルト接合部及び接合部の素地調査は入念に行い、塗装は工場塗装と同じ

錆止めペイントを使用し、2 回塗りとする。

５．地業工事

ベタ基礎 布基礎 独立基礎 有 無

有 無載荷試験

(１) 直接基礎

注) 地盤調査及び試験杭の結果により、杭長さ、杭種、直接基礎の深さ、形状を変更する場合もある。

浅層混合処理工法

第三者審査機関による技術審査証明書を取得した工法とし、特記した工法または同一工法とする。

有 無載荷試験

注）「建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針：日本建築センター2002」を参考とする

(２) 地盤改良

鉄骨製作管理技術者登録機構「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」

一社）日本鋼構造協会「建築鉄骨工事施工指針」

日本建築学会「ＪＡＳＳ６ ２０１５年版」「鉄骨精度検査基準」「鉄骨工事技術指針」

(１) 鉄骨工事は指示のない限り下記による

(施工方法等計画書)

ＰＨＣ・ 

杭工法

先端根固め拡底工法

杭　種 場所打ち杭

既製杭

鋼管巻・ 

ＳＣ・ 

(

(

拡　頭・ 

ＰＲＣ・ 

拡　底 )

承認図書 施工計画書 杭施工結果報告書

試験杭 ( 有・　　無 )

(３) 杭基礎

６．鉄骨工事

製作工場 製作要領書 工作図 施工計画書

認定または登録工場（大臣認定　S　H　M　R　J　グレード　　都登録　T1　T2　T3　ランク）

材料規格証明書※、または試験成績書

鋼材 高力ボルト 特殊ボルト 頭付スタッド

※一社）日本鋼構造協会「建築構造用鋼材の品質証明ガイドライン」の規格証明方法、またはミルシート。

社内検査表

(２) 工事監理者の承認を必要とするもの

現寸検査 組立・開先検査 製品検査 建方検査

検査項目は工事監理者と協議の上決定すること

（　 印以外の項目の検査結果については、工事監理者に報告すること）

(３) 工事監理者が行う検査項目

３．使用建築材料表・使用構造材料一覧表

 階～   階

 階～   階

大臣認定品

30

％

％

％ ％

JIS G 3106

壁

壁

(13) 屋根、床、壁

(12) 特定天井

(11) 付帯工事

(９) 構造計算ルート

デッキプレート

床版

床版

床版

床版屋根

屋根

壁

無有

機械式駐車場駐輪場擁壁門塀

エスカレーター

仕様・構法使用箇所型式　厚　その他材　種

Pca版ハーフPca版

(e) 特殊荷重及び特殊仕上材

( 打ち込み・　 載荷・　 孔壁測定 )

　試験堀

M16､ M20､ M22､ M24､     )

M16､ M20､ M22､ M24､     )(

(S10T

溶融亜鉛めっき高力ボルト F8T

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

 9

 8

 7

 6

 5

 4

 3

 2

 1

 0

倉庫

厚

(７) 耐火被覆の材料

７．設備関係

設備機器の架台及び基礎については、風圧・地震力等に対して構造耐力上安全であること。

エレベーター･エスカレーターの駆動装置等は、構造体に安全に緊結されていること。また、地震時の層間変形に追従できること。

特記以外の梁貫通孔は原則として設けない。

床スラブ内に設備配管等を埋込む場合はスラブ厚さの１／３以下とし管の間隔を管径の３倍以上かつ５ｃｍ以上を原則とする。

・建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

建築設備(昇降機を除く。)、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽のおそれがあるものには、

有効なさび止め又は防腐のための措置を講じること。

屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するものは、支持構造部又は建築物の構造耐力上主要

な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な部分に緊結すること。

煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の場合は鉄製

の支枠を設けたものを除き、90cm以下とすること。

煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを5cm以上とした鉄筋コンクリート造又は

厚さが25cm以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック造とすること。

建築物に設ける給水、排水その他の配管設備(給湯設備   を除く。)は、(※)

風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とすること。

建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等有効な管の損

傷防止のための措置を講ずること。

管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又は可撓継手を

設ける等有効な損傷防止の措置を講ずること。

管を支持し、又は固定する場合においては、釣り金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震その他震動及び

衝撃の緩和のための措置を講ずること。

法第20条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上水槽等にあっては、平成12建設省告示第1389号により、

給湯設備   は、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とするこ(※)

風圧並びに地震その他の振動及び衝撃に対して構造耐力上安全なものとすること。

と。満水時の質量が15kgを超える給湯設備については、地震に対して安全上支障のない構造として、平成12年

建設省告示1388号第5に規定する構造方法によること。

(※)「給湯設備」：建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備で、屋上水槽等のうち給湯設備に該当したものを除いたもの。

８．その他

各試験の供試体は公的試験機関にて試験を行い工事監理者に報告すること。

諸官庁への届出書類は遅滞なく提出すること。

必要に応じて記録写真を撮り保管すること。

第129条の2の3の事項

※屋根葺き材、内装材、外装材は令第39条に適合している。

（径及び長さは別紙に示す）

(10) 一次設計用限界層間変形角

H＝

通しダイヤフラム

厚 

柱

診療所

キュービクル

Co＝0.20

(緩勾配による)

エレベーター

発電機

受水槽

大梁・片持梁

小梁

深さ GL－     m 、長期許容支持力度       kN/㎡

支持層－砂礫層

２本

羽根付鋼管 )　※図示

溶融亜鉛メッキ塗装　・外部階段

ABR400(JIS B1220：2015)

床用・小梁用

木造 (W)

形式 厚 

スクリューウエイト貫入試験

 階～   階

 階～   階

Ｙ方向　　      rad

厚 

深さGL－     m、支持層－

平成２７年５月１日　　発行　一般社団法人　東京都建築士事務所協会 監修　東京都建築構造行政連絡会

設計用雪荷重 　　　  kN/㎡

敷地内

別図参照

別図参照

別図参照

適用は 　 印を記入する。

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ式ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査

深層混合処理工法

長期許容支持力度     kN/㎡

地上  　階

車庫

垂直積雪量       cm

Ｘ方向　　      rad

図面番号

工事名称

ＮO

担当者 図面名

縮尺作成日

有限会社　モード設計事務所

〒322-0027　栃木県鹿沼市貝島町611-4 石川　大悟

一級建築士事務所

1級建築士第351618　栃木Ａヘ-2137　石川大悟

鹿沼市消防署粟野分署 非常用発電機燃料小出槽設置工事

２０２４０１７

２０２４年９月３０日 －

構造特記仕様書その１ Ｓ-０１

●

1●

防油堤●

－

窯業系サイディング

折板

1
防油堤

18以下21 21 24

18 24

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

18以下18

防油堤 ●D10～D13

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

栃木県鹿沼市口粟野1913-1

厚



(２) 鉄　筋
その２構造特記仕様書 (a) 施工

鉄筋はJIS G 3112（鉄筋コンクリート用棒鋼）に適合するものを用いる。溶接金網および鉄筋

格子は、JIS G 3551（溶接金網および鉄筋格子）に適合するものを用いる。
ⅱ）普通コンクリート９．鉄筋コンクリート工事 高強度せん断補強筋は、技術評価を取得し、建築基準法第37条の材料認定を受けたものを用いる。

調合を定めるための基準とする材齢は、原則として 28日とする。 鉄筋の加工寸法、形状、鉄筋の継手位置、継手の重ね長さ、定着長さは構造関係共通図（1）～
構造体コンクリート強度は表9.3を満足すれば合格とする。 (5)」による。(１) コンクリート

鉄筋の継手は重ね継手、ガス圧接継手、機械式継手または溶接継手によることとし、鉄筋径と表9.3　構造体コンクリートの圧縮強度の判定基準
　鉄筋コンクリート工事の施工に関しては記載無きは、JASS 5 2015 による。 使用箇所を定め特記による。

(1)供試体の養生方法 試験材齢 判定基準
(a) コンクリートの仕様 表9.4　鉄筋の継手(2)標準養生 28 日 X ≧ Fm　本仕様書では標準仕様書に規定する普通骨材を用いた一般仕様のコンクリートを「普通コンクリ

2 継手の位置等の設計条件による仕様・等級ート」と定義し表9.1に示す様に設計基準強度が36N/mm 以下のコンクリートについては標準仕様書 コ　ア 91 日 X ≧ Fq
(注 )2 鉄筋継手工法 (2) (1)以外の部位 鉄筋の径 使用箇所の1節～15節を適用し、36N/mm を超えるコンクリートについてはJASS5の17節（高強度コンクリ

2 (1) 引張力最小部位ただし、X ：1回の試験における3個の供試体の圧縮強度の平均値 (N/mm )ート）を適用する。　また、設計基準強度と構造体強度補正値から定める調合管理強度以上とし A 級 B 級 SA級2　　　　Fm：コンクリートの調合管理強度 (N/mm )発注するレディーミクストコンクリートの呼び強度が表9.2に示すJIS規格品外となる場合は、
2 重ね継手 標準図による D（ 16 )以下　　　　Fq：コンクリートの品質基準強度 (N/mm )法第37条の大臣認定を受けた製品を用いる必要がある。

軽量コンクリートについては 標準仕様書 の10節によること。 [注] (1) 早い材齢において試験を行い、合否判定基準を満たした場合は、合格とする。

2 　　 (2) 工事監理者の承認を得て、供試体成型後、翌日までは20±10℃の日光および風が直接表9.1　コンクリート圧縮強度(N/mm )に応じた仕様書の使い分け
　　　　 当らない箇所で、乾燥しないように養生して保管することができる。

設計基準強度 Fc 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60
＊標準養生供試体の代わりにあらかじめ準備した現場水中養生供試体によることができる。

JASS5での区分 普通コンクリート 高強度コンクリート 　その場合の判定基準は材齢28日までの平均気温が20℃以上の場合は、3個の供試体の圧縮

　強度の平均値が調合管理強度以上であり、平均気温が20℃未満の場合は、3個の供試体
2　の圧縮強度の平均値から 3 N/mm を減じた値が設計基準強度以上であれば合格とする。

表9.2　レディーミクストコンクリートのJIS規格品
＊コア供試体の代わりにあらかじめ準備した現場封かん養生供試体によることができる。

2調合管理強度（N/mm ） 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 60超 　その場合の判定基準は材齢28日を超え91日以内の n 日において3個の供試体の圧縮強度の
2　平均値から 3 N/mm を減じた値が設計基準強度以上であれば合格とする。

機械式継手および圧接継手および溶接継手は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様
呼び強度（JIS規格品） 21 24 27 30 33 36 40 42 45 50 55 55 60 60 ※

調合管理強度は、以下による。 書」による他、所要の品質が得られるように工事計画および工事管理計画を定めて、工事監理者
2※印は規格外 Fm ＝ Fq ＋ mSn (N/mm ) の承認を受ける。

2 Fm ： コンクリートの調合管理強度 (N/mm ) ガス圧接の施工は、（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋のガス圧接工事標準仕様書」による。
(b) 品質と施工

2 Fq ： コンクリートの設計基準強度 (N/mm ) 強風時または降雨時には、原則として作業を行わない。ただし、風除け・覆いなどの設備をした
構造体の計画供用期間の級は特記による。特記が無い場合は標準とする。 mSn ： 標準養生した供試体の材齢 m 日における圧縮強度と構造体コンクリートの n 日に 場合には、工事監理者の承認を得て作業を行うことができる。

2短期 標準 長期 超長期 　　　 おける圧縮強度の差による構造体強度補正値 (N/mm ) 圧接技量資格者は、（公社）日本鉄筋継手協会によって認証された技量適格性証明書を工事監理
コンクリートは JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）に適合するJIS認証工場の製品 者に提出し、承認を受ける。

調合強度は標準養生した供試体の材齢 m 日における圧縮強度で表すものとし、下記の両式を
とする。 機械式鉄筋定着工法に用いる定着板には信頼できる機関による性能証明書等を取得した定着金物

満足するように定める。調合強度を定める材齢 m 日は、原則として 28 日とする。2設計基準強度が 36 N/mm を超えるコンクリートを扱うレディーミクストコンクリート工場は、 を用いる。2F ≧ Fm ＋ 1.73σ　 (N/mm )
「高強度コンクリート」の製品認証を受けているか、建築基準法第37条第二号によって国土交通

2F ≧ 0.85 Fm ＋ 3σ (N/mm )
大臣が指定建築材料として認定した高強度コンクリートの製造工場とする。

2 (b) 検査
 F ： コンクリートの調合管理強度 (N/mm )

レディーミクストコンクリート工場および高強度コンクリートを打設する施工現場には、コンク
2σ ： 使用するコンクリートの圧縮強度の標準偏差 (N/mm )で、レディーミクストコンク 継手部の検査方法

リート主任技士またはコンクリート技士、あるいはこれらと同等以上の知識経験を有すると
　　　リート工場の実績による。実績のない場合は 2.5N/mm 、または 0.1Fm の大きい方 　各継手工法ごとの検査は平12建告1463号による他、具体的な検査方法は、（公社）日本鉄筋

認められる技術者が常駐していなければならない。
　　　の値とする。 継手協会の仕様書を参照のこと。

施工者は、工事に先立ち、コンクリートの調合・製造計画、施工計画、品質管理計画書を作成し、

工事監理者の承認を得ること。 表9.5　継手の検査
(d) 検査

フレッシュコンクリートの流動性は、スランプまたはスランプフローで表し、設計基準強度が 継手方法 外観検査 引 張 試 験 超音波探傷試験
2 2 236 N/mm 以下 33 N/mm 以上の場合スランプ21cm以下、33 N/mm 未満の場合スランプ18cm以下とし フレッシュコンクリートの塩化物測定は、原則として工事現場で（一財）国土開発技術センター

2 2 1 ガス圧接 有 有 無 ％ 個 有 無 ※1 ％ 個
設計基準強度が36 N/mm 超 45 N/mm 未満の場合はスランプ 21 cm以下またはスランプフロー の技術評価を受けた測定器を用いて行い、試験結果の記録および測定器の表示部を一回の測定ご

2 2 溶　　接 有 無 ％ 個 有 無 ％ 個50 cm以下、設計基準強度が 45 N/mm 以上の場合はスランプ 23 cm以下またはスランプフロー とに撮影した写真（カラー）を保管し、工事監理者の承認を得る。測定検査の回数は、通常の

60 cm以下とし、特記による。 場合 1 日 1 回以上とし、1 回の検査における測定試験は、同一試料から取り分けて 3 回行い、 3 機 械 式 有 ％ 有 無 ％ 個
3コンクリートに含まれる塩化物量は、塩化物イオン量として 0.3 kg/m 以下とする。 その平均値を試験値とする。

コンクリートの練混ぜから打込み終了までの時間は、原則として120分を限度とする。 スランプの許容差は、普通コンクリートの場合、スランプが 18cm以下の場合±2.5cm、21cmの

コンクリート打込み時の自由落下高さは、コンクリートが分離しない範囲とする。 場合±1.5cm（呼び強度27以上で高性能AE減水剤を使用する場合は±2cm）とする。 ※1 ガス圧接部分の検査を超音波探傷試験によって行う場合、試験の箇所数は1ロットに対して30
打継ぎ部は構造的に影響の少ない位置を選び打継ぎ処理を行い、打込み前に十分な水湿しを行う。 高強度コンクリートの場合は、スランプが 18cm以下の場合±2.5cm、21cm以上の場合±2cmとし、 　  箇所とする。（ 1ロットは同一作業班が同一日中に作業した圧接箇所で200箇所程度とする。
打込み後の湿潤養生の期間は、セメントの種類および設計基準強度に応じて3日以上とする。 スランプフローの許容差は、目標スランプフローが 50cm以下の時は±7.5cm、50cmを超える時

は±10cmとする。 鉄筋の継手の試験・検査は、「建築物の工事における試験および検査に関する東京都取扱要綱」
(c) 調合および構造体コンクリート強度 使用するコンクリートの圧縮強度試験は、普通コンクリートでは標準養生を行った供試体を用い 第 4 条の試験機関、又は第 8 条の検査機関で行うこと。

3て材齢 28日で行い、1回の試験は、打込み工区ごと、打込み日ごと、かつ150m またはその端数 　　試験・検査機関名 未定 （都知事登録　　　　　　号）ⅰ）高強度コンクリート
ごとに 3個の供試体を用いて行う。 3回の試験で 1検査ロットを構成する。

3調合強度を定めるための基準とする材齢は、特記による。特記のない場合は 28日とする。 高強度コンクリートでは、打込み日かつ300m ごとに検査ロットを構成して行う。1検査ロット (３) 型　枠
構造体コンクリート強度を保証する材齢は、特記による。特記のない場合は 91日とする。 における試験回数は 3回とする。検査は適当な間隔をあけた任意の 3台のトラックアジテータ

型枠および支保工の存置期間は、昭63年建告第1655号に基づき下表による。構造体コンクリート強度は、次の①または②を満足するものとする。 から採取した合計 9個の供試体による試験結果を用いて行う。検査に用いる供試体の養生方法
① 標準養生した供試体による場合、調合強度を定めるための基準とする材齢において は標準養生とする。 表9.7　型枠存置日数 昭和46年建設省告示第110号（昭和63年改正建設省告示第1655号）
　 調合管理強度以上とする。 構造体コンクリートの圧縮強度の検査は普通コンクリートでは、打込み工区ごと、打込み日ごと、 種 類 せ　き　板 支　　柱

3② 構造体温度養生した供試体による場合、構造体コンクリート強度を保証する材齢において かつ 150m またはその端数ごとに 1回行う。 1回の試験には適当な間隔をおいた 3台の運搬車 部 位2 基礎、梁側、柱、壁 スラブ下 梁下　 設計基準強度に 3 N/mm 加えた値以上とする。 から 1個ずつ採取した合計 3個の供試体を用いる。
3調合管理強度は、以下による。 高強度コンクリートでは打込み日、打込み工区かつ 300m ごとに行う。検査には適当な間隔を 早強ポルト 普通ポルト 早強ポルト 普通ポルト 早強ポルト

2 Fm ＝ Fc ＋ mSn (N/mm )H ランドセメント ランドセメント ランドセメント ランドセメント ランドセメントあけた任意の 3台のトラックアジテータから採取した合計 9個の供試体を用いる。検査に用いる セメント
2 Fm ： 高強度コンクリートの調合管理強度 (N/mm )H 供試体の養生方法は標準養生または構造体温度養生とする。 の種類

2 普通ポルト Fc ： コンクリートの設計基準強度 (N/mm ) 使用するコンクリートの圧縮強度の判定は、JASS5又は標準仕様書による。
ランドセメント

mSn ： 高強度コンクリートの構造体強度補正値で JASS5 による。 構造体コンクリートの圧縮強度の判定は、(c)調合および構造体コンクリート強度による。
調合強度は標準養生供試体の圧縮強度で表すものとし、下記の両式を満足するように定める。 コンクリートの試験は、「建築物の工事における試験および検査に関する東京都取扱要綱」 混合セメント 混合セメント 混合セメント

2
H F ≧　Fm ＋ 1.73σ　(N/mm )H H 第4条の試験機関で行うこと。 Ａ種 Ａ種 Ａ種

2
H F ≧ 0.85 Fm ＋ 3σ　(N/mm )H H 　　試験・検査機関名 未定 （都知事登録　　　　　　号）

2 存置期間 F  ： 高強度コンクリートの調合強度 (N/mm )H 　　代行業者名 未定 （登録番号　　　　　　　号）
2 の平均気温σ  ： 高強度コンクリートの圧縮強度の標準偏差 (N/mm )で、レディーミクストH 　代行業者とは、試験・検査に伴う業務を代行するものを言う。

　　　 コンクリート工場の実績による。実績がない場合は、0.1(Fc＋mSn)とする。 コンク 15℃以上 2 3 8 17 28
リート

5℃～15℃ 3 5 12 25 28
の材令
(日) 5℃未満 5 8 15 28 28

設計基準強度のコンクリートの 25.0 N/mm
圧縮強度 85％ 100％

注）1 片持ち梁、庇、スパン 9.0m 以上の梁下は、工事監理者の承認による。

注）2 大梁の支柱の盛替えは行わない。また、その他の梁の場合も原則として行わない。

注）3 支柱の盛替えは、行わない。

注）4 支柱の最小存置期間を上記材齢より短くする場合、圧縮強度確認の他に施工中の荷重及び外力について、

　　　構造計算により安全であることを確認する。

有 ％

100 ％

平成２７年５月１日　　発行　一般社団法人　東京都建築士事務所協会 監修　東京都建築構造行政連絡会

圧接継手 告示1463号第2項各号 D（ 19 )以上

溶接継手 告示1463号第3項各号 D（    )以上

機械式継手 告示1463号第4項各号 D（    )以上

注）(1)以外の部位に設ける継手は、平成12年告示第1463号ただし書きに基づき、日本鉄筋継手協会、日本建築

　　センター等の認定・評定等を取得した継手工法の等級で、構造計算にあたって『鉄筋継手使用基準（建築物

　　の構造関係技術基準解説書 2015）』によって検討した部材の条件・仕様によること。

適用は 　 印を記入する。
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